
同種の経済統計の多様性とマクロ経済
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要 約
本論は，アクティビティベース，事業所ベース及び，企業ベースの３つの異なった基準

で作成された産業統計において，企業の多角化がいかなる影響を及ぼしているのかについ

て実証的に検討する。その結果，以下のことが明らかになった。

１）企業の多角化は，製造業全体でみると，１９８０年代後半にかけて拡大した。しかしなが

ら，主成分分析で産業の多角化傾向を分析すると，産業の多角化は当該産業の業況が大

きく悪化する時期に進められている様子が窺える。７０年代後半はオイルショックを背景

とする原材料の高騰などを背景に繊維，パルプ・紙，窯業・土石といった素材型産業，８０

年代はプラザ合意後の円高を背景に電気機械，精密機械，一般機械などの輸出・加工型

産業で多角化が進んでいる。９０年代に入るとバブル経済が崩壊したこともあり，７０年代

後半に多角化を進めた産業を除いて，多くの産業で多角化が進められている。

２）事業所の専業率（２００２年時点）は，精密機械が８６．３６％と最低水準にあるものの，他

の産業は概ね９０％を上回っている。生産の集中度を測るハーフィンダール指数では，食

料品，パルプ・紙，石油・石炭製品，窯業・土石，一般機械，電気機械など多くの産業

で，事業所の生産の集中度は概ね横ばいないし，小幅上昇となっている。新規事業への

進出（多角化）は，主として専業事業所の新設によって実施されてきたとみられ，依然

として事業所ベース統計の頑健性は維持されていると判断できる。

３）企業ベースの統計でみた産業の専業率は，製造業８０％台，卸小売業では６０％台と事業

所ベースに比べて低水準である。専業率の低下（多角化）が進むことにより，事業所が

示す動向と異なる可能性が高い。

４）産業の格付けは売上高基準で決定されているものの，企業の多角化から，当該産業に

分類される事業（本業）の売上高に占めるウエイトが低下している。たとえば，繊維業

については企業によっては本業である繊維業の売上高のウエイトが５０％を下回るなど減

少傾向にある。この結果，従来，本業とされてきた業種に関する売上高が過半を下回る

ものの，本業以外の売上高が事業単独でみた場合，最大のシェアに達していないことか

ら，格付け変更が見送られている企業が存在する。

５）補論で示したが，繊維，化学，精密機械などでは，１９８０年代前半より統計間の乖離が

広がっている。専業率の乖離が進展するにしたがって，両統計間の変動に乖離を生じさ

せる可能性が高い。

＊１ 本論の作成にあたっては，上田貴子助教授，村澤康友教授，宮川努教授，浅子和美教授，落合勝昭氏か
ら有益なコメントを頂いた。ここに，感謝の意を表したい。ただし，ありうるべき誤謬は言うまでもなく，
筆者自身の責任である。

＊２ 日本大学経済学部教授

＜財務省財務総合政策研究所「フィナンシャル・レビュー」August―２００５＞
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Ⅰ．はじめに～産業統計で描写された産業構造

マクロ経済の分析で産業統計は，生産動態統

計（経済産業省），機械受注統計調査（内閣府），

企業短期経済観測（日本銀行，以下，日銀短観）

などの動態統計のほか，事業所・企業統計調査

（総務省），工業統計調査（経済産業省，以下，

工業統計），法人企業統計調査（財務省，以下，

法企），経済活動別国内総生産（内閣府経済社

会総合研究所，以下，SNA）などの静態統計ま

で数多くの統計調査が整備されており，それぞ

れの分析目的に応じて利用されている。産業統

計は，捕捉範囲，作成方法で分類すると，事業

所ベース，その上部構造を形成する企業ベース，

及びアクティビティベースの統計がある。

しかしながら，事業所及びアクティビティと

いう概念自体，企業概念と異なってあまりなじ

みのある概念ではなく，利用に際しては統計調

査の調査単位について特段考慮されていない場

合もみられる。また，産業分析では，産業分類

をもとに行うが，その産業が何で構成されてお

り，その産業分類が原材料・生産方法・生産品

目のいずれに従って決められているのかは，暗

黙の了解事項とされて議論されずにいることが

多い（松田［２０００］）。

さらに，このような統計の定義，作成方法へ

の認識に加え，企業の多角化の進展から，産業

格付け（分類）と企業総体の産業格付けとが乖

離する傾向がみられ，「工業統計調査の製造業

は，企業としての製造業を意味しない」との指

摘もある（松田，前出）。つまり，種々の産業

統計において描写された産業構造の間に大きな

乖離を生じさせるなど，ある産業を描写した複

数の統計間で多様性が生じている可能性がある。

本論の目的は，溝口（１９９２）にならって，企

業の多角化の特徴，多角化が産業統計における

産業格付けに与える影響について実証的に検討

することにある。

本論の構成は，以下の通り。第Ⅱ節で，産業

統計の歴史を振り返りながら事業所・企業統計

の問題点を整理する。第Ⅲ節ではそれぞれ調査

単位の異なる統計でみた企業の多角化について

実証的な分析を行う。次いで，第Ⅳ節では多角

化の産業格付けの影響について検討する。最後

に第Ⅴ節でまとめと課題を明らかにする。なお，

各種産業統計間での変動について比較を行う必

要があるものの，統計間の平仄が大きく異なっ

ていることから，多角化以外の要因による乖離

とその他の要因による乖離を区別できない。統

計間における乖離については補論にとどめた。

事業所ベースと企業ベースの統計では，多角化の影響から，その捕捉範囲の相違から異

なった産業像を描いている業種がみられる。一部の産業では多角化に対して産業分類が対

応しきれていないといえる。

ただし，本論での考察は集計されたマクロベースでの統計による観察にすぎず，多角化

以外の要因についてコントロールされているわけではない。ミクロの個票データによる統

計間の結合により，その効果をみていく必要があるのではないかと考える。

一方で，産業に関するマクロのデータは，SNA，工業統計は暦年，法人企業統計，日銀

短観は年度の数値である。この他，比較を行った統計は，対象範囲，対象期間など多くの

点で異なっており，このような相違が統計間の乖離の原因となることも考えられる。統計

間の平仄も考慮した産業統計の作成も必要ではないかと考える。
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Ⅱ．産業統計における企業の経済活動の捕捉の現状

Ⅱ－１．事業所ベース中心で制度設計された産

業統計

戦後，米国の指導のもと事業所概念が導入さ

れ，産業統計は，「事業所統計調査」など事業

所を調査単位とする統計を中心に整備されてき

た。事業所とは日本標準産業分類で「物の生産

またはサービスの提供が業として行われている

個々の物理的場所」と定義されているとおり，

社会経済活動が行われている建物を単位とする

ものである。戦後の産業統計の設計時には，「１

企業１事業所」の前提の下で，意思決定単位と

して事業所の動向を把握できれば，活動を捕捉

できるとされてきた。事実，戦後以降，財閥解

体など大企業の解体の結果，多くの企業は比較

的狭い活動分野への専従が余儀なくされ，事業

所を単位に捕捉する前提は，当時の産業実態と

大きく乖離するものではなかったと指摘されて

いる。その後，事業所ベース統計は順次拡大さ

れ，１９５２年には従来の卸売業に加え小売業も含

む「商業統計調査」が実施され，１９５４年には事

業所統計調査の「乙調査」としてサービス業事

業所の統計調査が実施された。サービス業につ

いては，経済活動に占めるウエイトの増加か

ら，１９７３年には「特定サービス産業実態調査」

が実施され，１９８９年には「サービス業基本調査」

として本格的な構造統計が作成されるようにな

った。

事業所ベースを中心に統計が整備された背景

には，経済理論的な考察単位であるアクティビ

ティの考え方がある。アクティビティとは，特

定の生産手段を利用して特定の財またはサービ

スを生産する技術と結びついた生産方法であり，

企業はその技術に対応した労働力と資本設備を

基に生産活動を行っているのである。したがっ

て，アクティビティ単位での経済分析を行うた

めにも，多数のアクティビティの結合である企

業より事業所での捕捉が重要であったと考えら

れる。しかし，現実には事業所において２種以

上のアクティビティを有していると考えられ，

事業所ベースの統計は，アクティビティ単位と

企業単位の中間に位置すると考えられる。

Ⅱ－２．企業ベースの統計の重要性

事業所ベースを中心とした産業統計では，当

初企業ベースの統計は補完的な位置づけにあっ

た。しかしながら，高度成長期などを経て産業

構造が大きく変容してきた。

高度成長期に入り，産業連関の緊密化がみら

れた。自動車工業や耐久消費財関連の機械器具

工業の発展はゴムタイヤや合成樹脂の需要を拡

大させ，一方，高分子化学の発展が石油化学を

中心とする肥料，石油精製，合成樹脂など化学

工業の再編をもたらすなど，産業間での緊密化

が生じた。また，生産工程においても，化学工

業や鉄鋼工業では，一貫生産の技術の開発など

複数の産業分野にまたがる生産形態が出てきた。

このように「同一事業所では同一製品を生産し

ている」と仮定された事業所ベースの統計では

産業分類が有効に機能しない状況が現出してき

た。

さらに，企業の子会社化が進み，意思決定が

本社で行われ，子会社はそれにしたがった生産

活動を行うなど，事業所から企業に意思決定が

集約される状況にあり，事業所を単位に調査す

るより企業単位での重要性が増してきた。この

結果，事業所ベースの統計に変更が加えられ，

「事業所統計調査」はサービス業調査を分離し

「サービス業基本調査」が実施（８９年）され，

企業を調査対象に含む「事業所・企業統計調査」

に改編（９６年）された。

同種の経済統計の多様性とマクロ経済
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Ⅱ－３．産業格付け

事業所ベース統計では製造品出荷額，企業ベ

ース統計では売上高を基準として，原則として

過去１年間，その額が最も大きいものについて

日本標準産業分類に基づき産業の格付けされて

いる。

たとえば，「事業所統計」の場合，製造品が

単品の事業所については，品目６桁番号の上４

桁で産業細分類を決定する。また，製造品が複

数の品目の場合には，上２桁の番号（中分類）

を同じくする品目の製造品出荷額等をそれぞれ

合計して，その額の最も大きいもので２桁を決

定する。その決定された２桁のうち，上記と同

様の方法で３桁（小分類）を決定し，さらに４

桁（細分類）を決定し，最終産業格付けを行っ

ている。例えば，一般機械と輸送用機械を製造

している事業所で，１年間の製造品出荷額のう

ち一般機械の出荷額のウエイトが高ければその

事業所の従業者数，出荷額等はすべて一般機械

として集計される。ただし，同一事業所が製造

品出荷額のウエイトの変化により，前年と異な

った産業に格付けされる場合がある。なお，上

記の方法以外に修理料収入が主たる場合や原材

料，作業工程，機械設備等により特殊な産業格

付けを行うものがある。

しかしながら，産業分類を決定する段階（大

分類，中分類，小分類及び細分類）をどこに置

くのか，統計毎に異なっているのも現状である。

法人企業統計では，原則として日本標準産業分

類の中分類が利用され，一部の業種については

大分類又は集約増設した分類とされている１）。

企業活動基本調査では，企業の売上高を，企業

で生産し販売する①鉱産品の販売，②製造品の

販売，③製造品の加工賃収入と他の企業から商

品を仕入れて販売する，④仕入商品の販売，①

～④以外の⑤その他の事業収入に分けて，それ

ぞれ詳細に調べており，これらを合算し，最も

売上高の大きいものについて大分類（鉱業，製

造業，卸売・小売・飲食店，その他産業）をも

とに決定している。さらに，その大分類の中に

おいて，売上高の最も多い販売品目で産業（小

分類）を決定している。

また，「工業統計」では，製造業に分類され

る出荷額から産業分類が決定される。この点で，

事業所・企業統計調査と異なった結果が得られ

る可能性がある。例えば，工業統計で製造業と

された事業所は，その上部構造である企業とし

て集計された場合サービス業のウエイトの大き

い企業は製造業とされないことが生じる可能性

がある。

１）法人企業統計調査は，本邦に本店を有する金融・保険業を除く全ての営利法人を対象とした標本調査に基
づく調査である。標本法人は，母集団から資本金階層毎に定められた抽出法人数にしたがって抽出される。
資本金階層は，資本金２００万円未満，２００万円以上３００万円未満，３００万円以上５００万円未満，５００万円以上１０００
万円未満，１０００万円以上２０００万円未満，２０００万円以上５０００万円未満，５０００万円以上１億円未満，１億円以上
１０億円未満，１０億円以上の階層に区分され，層別無作為抽出法により標本法人を選定されている。ただし，
資本金６億円以上は全数調査（１９９６年度調査以降）となっている。調査対象企業（標本）については，資本
金１億円以上の階層は法人名簿を基づき，財務（支）局及び財務事務所等を通じて追加補正されるため最新
の情報を基に調査が実施されるが，資本金１億円未満の標本調査は前年度１０月末時点の財務省内部資料によ
り作成される法人名簿を基に抽出され実施される。この結果，調査開始までの５カ月間に新規設立，休廃業
した法人は調査上考慮されず，母集団の把握時点が企業規模によって相違することとなる。四半期調査では，
調査対象企業は年度初に決められた後１年間固定されることになる。

同種の経済統計の多様性とマクロ経済
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Ⅲ．企業行動の多角化

企業の多角化により事業所及び企業ベースの

統計における産業分類がどの程度安定的である

のか，また，企業の多角化がどのような形態で

実施されているのかについて，事業所及び企業

ベースの統計から実証分析を行う。

Ⅲ－１．多角化の状況－専業率の推移

Ⅲ－１－１．事業所における専業率

事業所における多角化の影響をみる方法とし

て「経済活動別財貨・サービス産出表（以下，

V表）」の利用が考えられる。V表とは，行に

経済活動（例，農林水産業，表では第 F産業），

列に財貨・サービス（例，農林水産品，表では

F製品）をもつマトリックスで，経済活動別に

財貨・サービスの産出額構成を示す表である

（表１）。このマトリックスの対角線上（例，第

F産業と F製品との交点）に計上される計数は，

ある経済活動が主産物として産出する財貨・サ

ービスを示し，対角線上以外に計上される計数

は副次生産物（例，自動車産業が生産する航空

機用エンジン）を示し，当該財貨・サービスを

主産物として産出する産業（例，航空機製造産

業）が他にあることを示している。産出するも

のとしては他に副産物（例，ガス業におけるコ

ークス）・屑があるが，これは発生部門（行）

と競合部門（列）の交点に計上している。V表

はまた，アクティビティベースで作成されてい

る産業連関表と事業所ベースの統計を連結され

るものとみることもできる。

ここで，第 F 産業の事業所が第 G 産業分類

の商品を生産し販売したとすれば，その金額は

V表の（F，G）項に計上されることになる。

各産業分類の商品の合計を（＊，G），各産業の

事業所の生産物の合計を（F，＊）とすれば，

R（F）＝（F，F）／（F，＊）

は，第 F 産業の事業所がその主力商品の生産

販売額の総販売金額に占める割合を示すことに

なる。この比率は専業率とみることができる。

事業所が多角化をして複数の商品生産をする

（事業の多角化）ようになると，この比率は低

下する２）。また，専業率は，産業分類の決定方

法に大きく依存していることもわかる。つまり，

産業分類を細分化するほど，（F，F）や（G，G）

は小さくなることから，両比率とも低下する傾

向にある。

表２は，１９７０年以降の５年毎に専業率をみた

ものである。専業率の水準（２００２年時点）でみ

ると，精密機械が８６．３６％と最低水準にあるも

のの，他の産業は概ね９０％を上回っており，事

業所ベースの統計では多角化の悪影響は出てお

らず頑健性が維持されていると判断できる。

産業別には，食料品，パルプ・紙，化学，石

油・石炭製品，一次金属，金属製品について，

専業率の上昇傾向がみられる（図１）。これは，

多角化による新規事業への進出が，主として専

業事業所の新設によって行われたことを示唆し

ている。つまり，ある産業の事業所で多角化が

行われた場合，それが当初試験的かはともかく

併設状態にあるとすればその産業の専業率は低

下するはずである。しかし，別途独立させた事

業所で異なった生産を行ったのであれば，多角

化が行われる以前の産業の専業率は上昇するも

しくは，横ばいになることが想定される。この

点については，Ⅲ．２節で別の方法で確認する。

一方，一般機械，精密機械では，専業率は低

２）Q（G）＝（G，G）／（*，G）は，専門化率として，第 G 産業分類の商品がどの程度同じ産業の事業所で生産
されているのかを示す。この比率は，その商品が他産業の副業的活動で生産された場合低下する。

同種の経済統計の多様性とマクロ経済
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表１ 経済活動別財貨・サービス産出表（V表）の構造

Ａ製品 Ｂ製品 Ｃ製品 Ｄ製品 Ｅ製品 Ｆ製品 Ｇ製品 Ｈ製品 Ｉ製品 Ｊ製品 Ｋ製品 合計

第Ａ産業

第Ｂ産業

第Ｃ産業

第Ｄ産業

第Ｅ産業

第Ｆ産業 （F，F）（F，G） （F，＊）

第Ｇ産業 （G，G） （G，＊）

第Ｈ産業

第Ｉ産業

第Ｊ産業

第Ｋ産業

合計 （＊，F）（＊，G）

表２ 事業所ベース統計より計測した専業率

専業率の推移

変化率 （暦年）

１９７０ １９７５ １９８０ １９８５ １９９０ １９９５ ２０００ ２００１ ２００２

農林水産業
鉱業
製造業
食料品
繊維
パルプ・紙
化学
石油・石炭製品
窯業・土石製品
一次金属
金属製品
一般機械
電気機械
輸送機械
精密機械
その他の製造業
建設業
電気・ガス・水道業
卸売・小売業
金融・保険業
不動産業
運輸・通信業
サービス業
政府サービス生産者
対家計民間非営利サービス生産者
合計

２．５６
▲０．９１
１．４７
１．２９
８．２６
▲１．３８
３．１８
３．８９
６．１４
３．１４
１３．１８
▲１．６０
３．４８
５．５１
▲６．４５
１．５６
０．０１
２．４４
４．９０
０．４４
０．１６
▲２．３６
▲０．３３
０．００
０．００

９４．１０
９９．２７
９８．０５
９８．１６
８９．３４
９７．０７
９２．４１
９４．６１
８９．８２
９１．２２
７９．２３
９１．５２
９０．９６
９０．６０
９２．８１
９５．８２
９９．９７
９７．２０
９０．５６
９９．５６
９９．８３
９９．９２
１００．００
１００．００
１００．００

９９．２７
９８．８３
９８．２９
９８．１５
８７．１６
９５．９０
９３．２０
９８．０９
９４．５２
９２．４１
９０．７６
９０．６３
９３．７５
８６．３２
９１．２８
９６．７７
９９．９７
９７．６３
９３．５７
９９．６７
９９．９９
９９．７９
９９．９７
１００．００
１００．００

９８．１５
９９．２０
９７．８５
９７．６０
９１．５３
９５．９３
９３．１８
９４．３０
９６．００
８６．７０
９０．６９
９２．０１
９３．７５
９４．５８
９２．０３
９６．４６
９９．９５
９８．８８
９３．００
９９．６９
９９．９９
９８．１５
９９．９８
１００．００
１００．００

９６．０９
９８．０９
９９．５８
９９．１７
９７．７０
９６．６８
９４．４６
９８．９８
９６．９７
９４．７１
９１．６７
９１．５５
９５．４８
９５．６８
８７．１９
９７．１９
９９．８９
９９．４０
９２．７９
９９．６９
９９．９８
９５．３８
９９．７９
１００．００
１００．００

９４．１３
９８．６３
９９．８２
９９．３１
９７．２３
９６．２４
９５．５５
９８．５５
９６．８４
９５．０５
９２．８４
９１．５０
９５．３３
９６．１３
８８．４０
９７．１５
９９．９８
９９．５２
９１．５７
１００．００
９９．９７
９７．１１
９７．８３
１００．００
１００．００

９３．７５
９８．６７
９９．７９
９９．３９
９７．１８
９５．９５
９５．５１
９８．０２
９６．６４
９４．８８
９２．０２
９１．２５
９５．７５
９６．０２
８７．８０
９６．５８
９９．９８
９９．５３
９１．７９
１００．００
９９．９７
９７．２８
９７．８４
１００．００
１００．００

９６．９６
９８．３３
９９．５２
９９．５９
９７．６６
９６．００
９５．１６
９８．４８
９６．４７
９４．１２
９２．８０
８９．７５
９５．２７
９６．１２
８７．１９
９７．２５
９９．９９
９９．６７
９５．５３
１００．００
９９．９９
９７．５５
９９．６７
１００．００
１００．００

９６．９１
９８．３７
９９．５１
９９．４４
９７．６２
９５．７３
９５．５７
９８．４８
９６．０３
９４．３７
９２．４６
９０．１０
９４．６４
９６．０８
８６．６２
９７．４１
９９．９９
９９．６６
９５．５６
１００．００
９９．９９
９７．５８
９９．６７
１００．００
１００．００

９６．６６
９８．３６
９９．５２
９９．４４
９７．６０
９５．６９
９５．５９
９８．５０
９５．９６
９４．３６
９２．４０
８９．９２
９４．４４
９６．１１
８６．３６
９７．３８
９９．９９
９９．６５
９５．４６
１００．００
９９．９９
９７．５５
９９．６７
１００．００
１００．００

（注）数値は暦年。変化率とは，各産業の専業率について２００２年と１９７０年を比較したもの。マイナスは２００２年が専業率が低下していることを示す
（資料）内閣府「国民経済計算年報」の V表より作成
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図１ 事業所ベース統計より計測した専業率の推移

事業所ベースの専業率（製造業・素材型）

（資料）内閣府「国民経済計算年報」の V表より筆者作成

事業所ベースの専業率（製造業・加工型）

（資料）内閣府「国民経済計算年報」の V表より筆者作成

同種の経済統計の多様性とマクロ経済
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下傾向にある。これらの産業は産業相互での乗

り入れがみられる。このことはもちろん多角化

を意味することではあるが，機械産業の高度化

により産業分類が対応していないことを示す

（溝口［１９９２］）ものと考えられる。

また，繊維業では，第一次オイルショック後，

専業率を増加させる産業が目立っている。これ

は，第一次石油ショック後の減量経営を進める

中で，本業にあたる事業所を特化させ，それ以

外の生産は別の事業所として独立もしくは廃業

させる形で対応した結果ではないかとみられ

る３）。

Ⅲ－２－２．企業における専業率

企業ベース統計における多角化については，

企業活動基本調査（経済産業省）で専業・兼業

の状況についての調査が利用可能である。ただ

し，この調査は１９９１年より実施されているため，

それ以前については溝口（１９９２）での結果を用

いる。

表３は，１９７９年以降の各産業の専業率の推移

を示したものである。製造業全体では，バブル

経済を背景に，企業の多角化は大きく進展し，

専業率は８０．２％まで低下した。その後のバブル

崩壊により，企業の多角化ペースは低下し，本

業回帰の動きがみられるものの，依然として製

造業全体で８０％台前半の水準にある。これは，

Ⅲ．１節でみたように事業所ベースの統計でみ

た専業率よりかなり低い水準にあるといえる。

産業別にみると，繊維，化学，窯業・土石，非

鉄金属，一般機械，電気機械，精密機械は専業

率が７０％台と低くなっている。その中でも，繊

維，非鉄金属，電気機械では，傾向として専業

率を低下させている。

３）専門化率は，専業率と同様，１９９０年にかけて比率を低下させた後，再び上昇し１９７０年との比較では多くの
業種で比率は高くなっている（表４）。業種別にみると，水準が低い産業としては食料品，精密機械，サー
ビス業が挙げられる。食料品は化学や卸小売業からの進出が原因となっている。これは，食料品と化学の両
産業に生産面での技術的な共通点が多いことが原因の一つと考えられる。たとえば，焼酎については，化学
製造業でのアルコール精製過程で生産が可能である。サービス業については，ほとんど全ての産業からの進
出がみられる（表５）。一方，専業率はほぼ１００％にあることから，他産業の副業形態のサービスが行われて
いることを示している。これは，現状の事業所ベースの統計では捕捉できないサービス業と指摘されるもの
である。

表３ 産業別にみた企業ベース統計による専業率（年度）

企業ベースの専業率の推移

年度
製造業
船体

食料品 繊維

衣服・
その他
の繊維
製品製
造業

木材・
木製品

パルプ
・紙・
加工品

出版・
印刷

化学
石油製
品・石
炭製品

窯業・
土石
製品

鉄鋼
非鉄
金属

金属
製品

一般機
械器具

電気機
械器具

輸送用
機械
器具

精密機
械器具

１９９６
１９９７
１９９８
１９９９
２０００
２００１
２００２
変動幅

８１．７
８２．０
８１．８
８２．９
８４．５
８１．８
８１．９
０．２

８０．７
８１．０
７９．２
８１．４
８４．６
８４．０
８６．４
５．７

７８．９
７８．３
７９．４
７７．３
７６．５
７５．４
７５．２
▲３．７

８９．８
８７．８
８９．５
８６．８
８８．１
８８．１
８８．１
▲１．７

８１．９
８１．１
７９．０
７９．３
８２．０
８５．４
８７．６
５．７

８１．２
８０．１
８１．４
８０．４
８５．１
８５．５
８５．９
４．７

９０．８
８９．２
８９．９
９０．６
９１．４
９４．１
９２．３
１．５

７０．１
７０．０
７０．０
７１．７
７４．７
７５．６
７７．０
６．９

８２．８
８７．２
８７．３
８７．７
９０．７
９２．８
９２．５
９．７

６５．０
６９．８
７０．０
７０．６
７４．３
７４．３
７４．７
９．７

７５．８
７７．４
７６．９
７８．７
７８．８
７８．８
８０．４
４．６

７４．９
７１．９
７２．０
７１．２
７１．０
７２．４
７１．９
▲３．０

７８．７
７７．２
７７．４
７９．４
７９．９
８１．９
８４．４
５．７

７５．０
７５．０
７４．５
７４．７
７７．３
７５．６
７６．２
１．２

８７．８
８７．２
８５．８
８７．４
８８．８
７３．１
７２．６
▲１５．２

８８．１
９０．５
９０．８
９１．８
９２．６
９３．７
９３．８
５．７

７３．２
６９．９
７６．０
７３．０
７５．４
７７．５
７６．５
３．３

製造業
対比

８２．４ ０．１ ▲５．１ ５．９ ▲０．０ ０．４ ８．８ ▲９．６ ６．３ ▲１１．１ ▲４．３ ▲１０．２ ▲２．５ ▲６．９ ０．９ ９．２ ▲７．９

（注）
①変動幅とは，１９９６年度と２００２年度の専業率の水準の開差のこと
②製造業対比とは，製造業全体及び各業種の１９９６－２００２年度の平均専業率の開差のこと
（資料）経済産業省「企業活動基本調査」より作成
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図２は，専業率の低下が統計の変動にどのよ

うな影響を与えるのかを示したものである。こ

こでは，企業ベースの統計（法企）と事業所ベ

ースの統計（工業統計）についてそれぞれ前年

比を計算し，専業率の判明時期を終期とする過

去１０年間の相関係数をプロットしたものと比較

をおこなった。概ね専業率の低下とともに，２

つの統計の相関係数が低下している様子が窺え

る。企業ベースの統計において，専業率の低下

（つまり，多角化）が進むことにより，事業所

が示す動向と異なる可能性を示唆するものであ

る。

Ⅲ－２．事業所での生産の集中度

Ⅲ．１．１節でみたように，事業所における専

業率は多くの産業で上昇傾向にある。多角化が

新規事業所の設立により行われたことを示唆す

るものであるが，さらにこのことを裏付けるも

のとして事業所における生産の集中度を計測す

る。ここでは，産業の集中度を計測する方法と

して，産業組織論の分野でよく用いられる「ハ

ーフィンダール指数」を用いる。ハーフィンダ

ール指数とは，各産業の生産物がどの程度の企

業数で行われているのか，その集中度を測るも

ので，次の式により算出される。

H＝
!
i!1

n

Si２

ただし，Si は i 番目の企業の集中度を示す。

表４ 事業所ベース統計より計測した専門化率

専門化率の推移

変化率 （暦年）

１９７０ １９７５ １９８０ １９８５ １９９０ １９９５ ２０００ ２００１ ２００２

農林水産業
鉱業
製造業
食料品
繊維
パルプ・紙
化学
石油・石炭製品
窯業・土石製品
一次金属
金属製品
一般機械
電気機械
輸送機械
精密機械
その他の製造業
建設業
電気・ガス・水道業
卸売・小売業
金融・保険業
不動産業
運輸・通信業
サービス業
政府サービス生産者
対家計民間非営利サービス生産者
合計

▲０．３３
▲２．６５
１．２４
１０．９０
▲３．５４
２．５４
２．２２
１８．４１
▲０．２４
２．５５
７．４７
３．９５
▲０．５１
▲０．２７
▲５．８９
０．７７
２．０３
２．７５
▲０．４７
０．００
０．００
▲０．０９
５．３１
０．００
０．００

９９．９３
９７．１１
９７．５５
８１．２４
９８．８４
９４．８８
９４．９１
７７．７６
９５．４２
９４．５９
８４．１０
８６．６１
９６．２１
９６．６０
９０．９８
９４．２９
９７．３５
９４．５２
１００．００
１００．００
１００．００
１００．００
９２．９７
１００．００
１００．００

９９．９２
９０．７９
９８．４７
９０．３５
９８．２４
９７．４９
９６．８１
９４．１５
９６．３８
９７．８３
８０．８５
８０．２０
９５．３２
９５．６７
９１．３９
９５．９５
９９．７９
９５．２６
１００．００
１００．００
１００．００
１００．００
９３．６３
１００．００
１００．００

９９．９５
９８．２１
９８．３５
８７．３７
９６．５８
９７．５３
９６．７１
８６．５７
９６．１０
９７．３９
７６．１０
９２．９３
９５．３８
９７．５９
９２．２０
９６．２１
９９．７９
９６．６９
１００．００
１００．００
１００．００
１００．００
９０．５１
１００．００
１００．００

９９．９５
９３．６１
９７．７７
８６．３８
９７．８８
９６．１１
９６．５６
９４．１７
９６．４８
９７．８９
８８．６９
９２．７７
９４．９９
９２．７８
９２．３６
９６．３２
９９．４８
９７．２５
９９．９９
１００．００
１００．００
９９．７８
９８．６４
１００．００
１００．００

９９．５１
９５．６８
９７．２８
８７．７３
９７．４４
９６．７５
９６．１６
９４．６９
９６．３７
９７．６１
８９．９４
８８．５４
９４．０９
９１．１９
８９．７２
９６．７６
１００．００
９７．２２
９７．２６
１００．００
１００．００
９９．７１
９９．６４
１００．００
１００．００

９９．４５
９５．８８
９７．０５
８８．０１
９５．４１
９６．８２
９６．５６
９６．１９
９６．０８
９７．５６
９０．３４
８７．６８
９３．８５
９０．９８
８６．３６
９６．４４
１００．００
９７．２１
９６．７７
１００．００
１００．００
９９．６７
９９．７１
１００．００
１００．００

９９．５９
９４．５８
９８．９０
９２．４３
９５．３０
９７．３７
９７．３７
９５．９６
９５．１５
９７．２１
９１．２７
９１．１１
９６．２２
９５．７５
８４．９２
９５．５９
９９．４３
９７．２０
９９．５４
１００．００
１００．００
９９．９１
９８．１７
１００．００
１００．００

９９．６０
９４．６６
９８．８７
９２．５３
９５．４７
９７．４４
９７．１４
９６．１８
９５．３９
９６．９１
９１．７０
９１．０５
９６．０１
９６．０６
８５．４３
９５．１４
９９．４１
９７．２１
９９．５３
１００．００
１００．００
９９．９１
９８．２３
１００．００
１００．００

９９．６０
９４．４６
９８．７９
９２．１４
９５．３０
９７．４２
９７．１４
９６．１７
９５．１８
９７．１４
９１．５７
９０．５５
９５．７０
９６．３３
８５．０９
９５．０６
９９．３８
９７．２６
９９．５３
１００．００
１００．００
９９．９１
９８．２７
１００．００
１００．００

（注）変化率とは，各産業の専門化率について２００２年と１９７０年を比較したもの。
（資料）内閣府「国民経済計算年報」の V表より作成

同種の経済統計の多様性とマクロ経済
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ハーフィンダール指数は１社独占の場合は

１００００となり，企業間格差が小さくなるほど，

また企業数が多くなるほどゼロに近くなる。本

論では，公正取引委員会の資料をもとに事業所

での生産の集中度をみてみた。公正取引委員会

では，生産の集中度について品目毎に細かく調

査，計測したハーフィンダール指数を作成して

いる。ここでは，その数値もとに産業連関表に

おける付加価値ウエイトで加重平均し，大分類

で再構成したものである（図３）。

ハーフィンダール指数の水準では，食料品，

窯業・土石，電気機械，精密機械が高く，当該

事業所において生産の集中が進んでいることを

示している。

また，指数の傾向的な特徴では，繊維，鉄鋼

では，指数の緩やかな低下がみられる。しかし

ながら，食料品，パルプ・紙，石油・石炭製品，

窯業・土石，一般機械，電気機械などの産業で

は，小幅ながら上昇傾向にある。このことは，

当該産業での生産が特定の事業所に集中してい

ることを意味しており，Ⅲ．１．１節で示した結

果と同様，事業所ベースの統計では，当該の生

産の専業率が高く，事業所ベース統計の頑健性

は維持されていると判断できる。

Ⅲ－３．企業における多角化の特徴

Ⅲ．１，Ⅲ．２節で示したように，企業ベース

の多角化は１９８０年代後半にかけて拡大した。そ

の後，バブル崩壊により一部の産業で本業回帰

の状況にあるものの，専業率は製造業８０％台，

卸小売業では６０％台と低水準である。

このような多角化について，産業間での特徴

がみられるのかについて，企業の特性を表すデ

ータを基に主成分分析を行った。推計に用いた

データは，１９７５年から２００１年度までの各産業の

法企の売上高（対数変換），その売上高の伸び

（対数変換した売上高の階差），ハーフィンダー

ル指数（前年差），事業所ベースの専業率（前

年差）である。

図４は，製造業の主成分分析で推計した第１

主成分と第２主成分の推移を示したものである。

第１主成分は，経済の変動に対して循環しなが

らも下方トレンドにある。売上高の伸びが趨勢

的に低下していることを示していることから，

産業の成長性を示すものと判断できる。他方，

第２主成分は産業の専業化（マイナスの場合は

多角化）を表現したものであると考えることが

できる。

そこで，各産業毎に推計した第１及び第２主

成分を５年毎に平均をとってプロットしたのが

図５である。７０年代後半（１９７６年～１９８０年のグ

ラフ）については，製造業全体を含め，多くの

産業でプラスの成長性はみられる。しかし，１９７３

年，７８年のオイルショックを背景とする原材料

の高騰などを背景に繊維，パルプ・紙，窯業・

土石といった素材型産業を中心に多角化が進め

表５ サービス業の生産構造

サービス産業の財貨・サービス産出表（V表）（名目）

（暦年）

１９７０ ２０００

農林水産業
鉱業
製造業
食料品
繊維
パルプ・紙
化学
石油・石炭製品
窯業・土石製品
一次金属
金属製品
一般機械
電気機械
輸送機械
精密機械
その他の製造業
建設業
電気・ガス・水道業
卸売・小売業
金融・保険業
不動産業
運輸・通信業
サービス業
政府サービス生産者
対家計民間非営利サービス生産者
合計

０．２０
０．１０
９８８．００
３０．３０
４４８．００
０．４０
３４．５０
０．９０
１８．８０
２４１．１０
１２．４０
１２．３０
１１０．９０
５７．００
６．８０
１４．６０
１．７０
１．１０
３５．５０
１８．５０
０．８０
４．５０
１３８８０．５０
０．００
０．００
１４９３０．８０

２８．５０
１．３０
７４２．２０
２．６０
１．２０
０．８０
２．１０
０．５０
３．３０
７．００
４７．２０
３９６．６０
１３１．１０
７２．２０
４４．６０
３３．１０
０．００
４８．７０
１９７６．１０
０．００
３．６０
４２５．５０
１７３０５６．１０
０．００
０．００

１７６２８２．１０

（注）数値は，１９７０年と２０００年のサービス業の生産物に関する金額
（資料）内閣府「国民経済計算年報」の V表より作成

同種の経済統計の多様性とマクロ経済
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図２ 企業ベースの専業率と工業統計・法企との関係

企業ベースの専業率と工業統計・法企との関係

（注）両統計の時差相関と計数は，法企「製造業・売上高」，工業統計「製造業・生産金額」の前年同期比の時差相関のこ
と。１９７９年の時差相関は１９７０－１９７９年の時差相関であり，以後１年ずつ始期・終期をずらしたものとしている

（資料）財務省「法人企業統計年報」，経済産業省「企業活動基本調査」「工業統計」より作成したもの

図３ ハーフィンダール指数からみた事業所における生産の集中度

（注）グラフは，各産業の品目毎に求めたハーフィンダール指数の平均値

（資料）公正取引委員会資料より作成

同種の経済統計の多様性とマクロ経済
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（資料）公正取引委員会資料より作成

（注）グラフは，各産業の品目毎に求めたハーフィンダール指数の平均値

（資料）公正取引委員会資料より作成
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図４ 多角化の特徴（主成分分析）

製造業の主成分分析

（注）主成分分析では，法人企業統計，法企の伸び，ハーフィンダール指数（前年差），専業率（前年差）を用い推計した

図５ 多角化の特徴（各産業の第１主成分と第２主成分）

産業動向の主成分分析（１９７６－１９８０年）

（注）①主成分分析では，法人企業統計（企業），法企の伸び，ハーフィンダール指数（前年差），専業率（前年差）を用い
推計した
②各産業毎に主成分分析を行い，各主成分の１９７６－１９８０年の平均をとったもの
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（注）①主成分分析では，法人企業統計（企業），法企の伸び，ハーフィンダール指数（前年差），専業率（前年差）を用い
推計した
②各産業毎に主成分分析を行い，各主成分の１９８１－１９８５年の平均をとったもの

産業動向の主成分分析（１９８６－１９９０年）

（注）①主成分分析では，法人企業統計（企業），法企の伸び，ハーフィンダール指数（前年差），専業率（前年差）を用い
推計した
②各産業毎に主成分分析を行い，各主成分の１９８６－１９９０年の平均をとったもの
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（注）①主成分分析では，法人企業統計（企業），法企の伸び，ハーフィンダール指数（前年差），専業率（前年差）を用い
推計した
②各産業毎に主成分分析を行い，各主成分の１９９１－１９９５年の平均をとったもの

産業動向の主成分分析（１９９６－２０００年）

（注）①主成分分析では，法人企業統計，法企の伸び，ハーフィンダール指数（前年差），専業率（前年差）を用い推計した
②各産業毎に主成分分析を行い，各主成分の１９９６－２０００年の平均をとったもの
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られている。８０年代前半（１９８１～１９８５年のグラ

フ）には，化学，電気機械でも多角化の動きが

みられるようになり，製造業全体としても多角

化が進められた時期といえる。

この傾向はプラザ合意後の円高を背景にさら

に強まり，８０年代後半（１９８６～１９９０年のグラフ）

には，電気機械，精密機械，一般機械などの輸

出・加工型産業で多角化が進んでいる。しかし，

繊維業，パルプ・紙についてはこれまでとは異

なり，専業率を進めている。

９０年代に入るとバブル経済が崩壊したことも

あり，前半期（１９９１～１９９５年のグラフ）には，

ほとんど全ての産業で成長性は低下している。

しかし，７０年代後半に多角化を進めた産業を除

いて，多くの産業で多角化が進められていた。

その後，９０年代後半（１９９６～２０００年のグラフ）

には，経済の低迷が長期化する中で，専業化あ

るいは多角化を進める産業に大きく分かれる状

況となっている。

以上のように，主成分分析からの観察では，

産業の多角化は当該産業の業況が大きく悪化す

る時期に進められている様子が窺える。

Ⅳ．産業格付けへの影響

Ⅳ－１．繊維業にみられる多角化の影響

ここでは，Ⅱ．３節で示し多角化が産業の格

付けに与える影響について検討する。

産業の格付けは統計固有の違いはあるものの，

日本産業分類を基に，原則として当該法人の売

上高（出荷高）を基準に産業の格付けが行われ

ている。したがって，たとえば，数種の事業を

兼業している場合は，売上高の金額が最も多い

事業をその法人の業種とすることとなっている。

この場合，売上高基準をベースに調査期によっ

て業種を移動する企業がでてくるため，年次統

計の業種別の計数には時系列でみて断層が生じ

ることが起こりうるのではないかと考える。

実際，企業経営の多角化から，当該産業に分

類される事業（本業）の売上高に占めるウエイ

トが低下している。たとえば，繊維業について

は企業によっては本業である繊維業の売上高の

ウエイトが５０％を下回るなど減少傾向にある

（表６）。東洋紡では，２００２年度から，日清紡で

は１９９９年度より非繊維のウエイトが繊維を上回

っている。

繊維産業がその技術を利用して，IT関連製

品や自動車部品など，従来の本業である繊維工

業以外の分野に進出する動きや，自企業内で製

品の生産から製品の流通まで手がけるような，

製造業とサービス業をともに営む企業が出現し

表６ 繊維業に属する企業の売上高構成比

繊維業に属する企業の売上高構成比の推移 （資本金１０億円以上の例）

東洋紡 東レ 日清紡

年度 繊維 非繊維 繊維 非繊維 繊維 非繊維

１９９７
１９９８
１９９９
２０００
２００１
２００２
２００３

６１．５
５７．３
５４．２
５０．０
５１．８
４８．６
４５．１

３８．５
４２．７
４５．８
５０．０
４８．２
５１．４
５４．９

４２．９
４２．０
４０．９
４０．３
４２．５
４０．５
３９．０

５７．１
５８．０
５９．１
５９．７
５７．５
５９．５
６１．０

５１．９
５０．３
４９．３
４６．２
４６．１
４２．９
４０．１

４８．１
４９．７
５０．７
５３．８
５３．９
５７．１
５９．９

（注）数値は，各企業（単体）の売上高に占める繊維関連売上高と非繊維売上高のウエイトを示したもの
（資料）各企業の決算短資より作成

同種の経済統計の多様性とマクロ経済

－１１９－



ている。特に，東レは８０年代後半より既に非繊

維ウエイトの方が上回っている（表７）。この

結果，非繊維製品として化成品の売上金額は

２００３年度まで繊維が上回っており，繊維業に属

していたが２００３年度以降，売上高基準では化学

へ移管されることになる４）。

東レのように，非繊維関連の個別の製品の売

上高で最大のウエイトを占めない限り，売上高

基準で繊維業に属することとなっている。

Ⅳ－２．多角化の及ぼす統計間の変動における

影響

事業所では専業化が進む一方，企業ベースで

は多角化が進むことになることから，それぞれ

の調査単位で作成された統計間でも，その動き

に乖離がみられるようになっている。

表８は，各産業について，工業統計産業編に

よる全産業出荷額に占める構成比，法人企業統

計による製造業売上高に占める構成比を示した

ものである。概ね水準は似通った動きを示して

いるが，詳細にみると特徴的な動きがみられる。

シェアの水準では，一般機械器具で３％程度，

輸送機械器具で１～２％程度，工業統計の方が

高い。一方，繊維，化学及び電気機械，精密機

械でそれぞれ０．５～１％程度，法人企業統計の

方が高くなっている。精密機械は法人企業統計

ではシェアが上昇傾向にあるものの工業統計で

は１９８５年頃にかけて上昇したもののその後再び

減少気味の動きとなっている。

法人企業統計で売上高シェアが大きくなって

いる産業は，多角化により産業分類は変更にな

らずに，本業による売上高に加え副業の売上高

が加算される形で売上高ウエイトが高まってい

る産業といえる。たとえば，精密機械器具に属

する企業では，時計という本業からその技術を

活用し，IT関連製品など電気機械器具で売上

高を伸ばす企業など，一般機械・電気機械・輸

送機械・精密機械の業種での相乗り的な動きが

みられている。

さらに，各種産業統計間での変動について比

較を行う必要があるものの，統計間の平仄が大

きく異なっている。この結果，統計間の変動の

相違の原因が，多角化以外の要因による乖離と

その他の要因による乖離を種別できない。した

がって，本論では統計間における乖離について

は補論にとどめている。

４）法人企業統計の年次統計の資本金区分については，１０億円以上の企業の調査対象社数をみると，年度間で
増減が見られる（表９）。

表７ 繊維業に属する企業の売上高構成比（東レ）

繊維企業の売上高構成（東レの例） （単位：百万円）

年度
売上高

繊維 非繊維
化成品 住宅 医療医薬 その他

１９９３
１９９４
１９９５
１９９６
１９９７
１９９８
１９９９
２０００
２００１
２００２
２００３

８８４．１
９００．５
９４１．３
１０４６．８
１０８７．７
１００１．１
９９０．５
１０７５．４
１０１５．７
１０３３．０
１０８８．５

４０８．４
４１６．６
４２３．６
４６６．３
４６７．０
４２０．０
４０５．０
４３３．５
４３１．５
４１８．３
４２４．８

４７５．７
４８３．９
５１７．７
５８０．５
６２０．７
５８１．１
５８５．５
６４１．９
５８４．２
６１４．７
６６３．７

２１９．２
２３２．８
２５４．５
２８１．９
３００．４
２９５．５
３４６．８
３９９．４
３６６．３
３８９．６
４３２．６

１３５．５
１２１．３
１３４．０
１４６．０
１６８．８
１３２．３
１２３．６
１２４．１
１０５．２
１１８．８
１２０．１

５２．４
４６．３
３９．５
４５．８
４６．５
４７．８
４７．４
５２．４
５０．０
４７．６
４７．９

６８．６
８３．５
８９．７
１０６．８
１０５．０
１０５．４
６７．６
６６．０
６２．７
５８．７
６３．１

（出所）東レの HPにおけるセグメント情報より作成したもの

同種の経済統計の多様性とマクロ経済
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表８ 法人企業統計と工業統計における産業別売上高シェア

工業統計と法人企業統計との関係（売上高に占めるシェア）

工業
統計

食料品
合計

繊維 木材・
木製品

パルプ
・紙・
加工品

化学 石油製
品・石
炭製品

窯業・
土石製
品

鉄鋼 非鉄
金属

金属
製品

一般機
械器具

電気機
械器具

輸送用
機械器
具

精密機
械器具

１９６０
１９６５
１９７０
１９７５
１９８０
１９８５
１９９０
１９９５
２０００
２００１

１１．９％
１２．４％
１０．１％
１１．８％
１０．４％
１１．０％
１０．２％
１１．３％
１１．６％
１２．０％

１１．０％
８．８％
６．２％
４．９％
３．６％
３．１％
２．４％
１．４％
１．０％
１．０％

３．４％
３．５％
３．２％
２．８％
２．５％
１．５％
１．４％
１．４％
１．１％
１．０％

３．９％
３．８％
３．３％
３．３％
３．２％
２．８％
２．７％
２．８％
２．６％
２．６％

９．５％
９．６％
８．１％
８．３％
８．５％
７．７％
７．３％
７．６％
７．９％
８．１％

２．４％
２．８％
２．６％
６．０％
７．２％
４．８％
２．６％
２．５％
３．２％
３．４％

３．４％
３．６％
３．６％
３．８％
３．９％
３．３％
３．３％
３．３％
２．９％
２．９％

１０．８％
９．２％
９．６％
９．１％
８．４％
６．７％
５．６％
４．６％
４．０％
３．９％

４．４％
４．０％
４．４％
３．１％
３．８％
２．４％
２．４％
２．１％
２．１％
２．０％

３．９％
４．６％
５．３％
５．０％
４．８％
４．９％
５．８％
５．８％
５．０％
５．１％

８．０％
７．８％
１０．１％
８．４％
８．４％
９．２％
１０．５％
９．９％
１０．０％
９．８％

８．６％
７．８％
１０．８％
８．４％
１０．４％
１５．４％
１６．９％
１８．０％
１９．９％
１８．２％

８．７％
９．８％
１０．６％
１１．９％
１１．８％
１３．６％
１４．５％
１４．４％
１４．８％
１５．８％

１．１％
１．３％
１．３％
１．３％
１．６％
１．７％
１．６％
１．３％
１．４％
１．４％

法人企
業統計

食料品
合計

繊維 木材・
木製品

パルプ
・紙・
加工品

化学 石油製
品・石
炭製品

窯業・
土石製
品

鉄鋼 非鉄
金属

金属
製品

一般機
械器具

電気機
械器具

輸送用
機械器
具

精密機
械器具

１９６０
１９６５
１９７０
１９７５
１９８０
１９８５
１９９０
１９９５
２０００
２００１

１２．６％
１３．１％
１０．１％
１１．５％
１０．０％
１０．７％
９．８％
１１．７％
１２．３％
１１．２％

９．８％
８．１％
６．７％
５．４％
３．９％
４．２％
３．２％
２．５％
１．４％
１．５％

０．０％
０．０％
０．０％
２．８％
２．７％
１．８％
１．８％
１．７％
１．２％
１．２％

３．６％
３．８％
３．２％
３．１％
３．１％
２．６％
２．４％
２．６％
２．１％
２．３％

１０．６％
１１．８％
１０．４％
１０．８％
１０．２％
９．３％
８．７％
８．１％
８．９％
９．３％

０．０％
０．０％
０．０％
６．４％
６．７％
５．０％
３．２％
２．９％
３．２％
３．６％

３．２％
３．５％
３．６％
３．６％
３．８％
３．１％
３．４％
３．１％
２．９％
２．９％

９．０％
８．９％
８．９％
７．４％
６．８％
５．１％
４．６％
３．９％
３．０％
３．２％

４．２％
２．９％
３．０％
２．９％
３．７％
２．８％
２．６％
２．３％
２．０％
２．０％

３．６％
４．６％
５．６％
６．３％
５．７％
５．２％
５．９％
５．７％
５．４％
５．２％

５．７％
６．２％
７．４％
６．７％
６．５％
６．５％
７．４％
６．７％
６．７％
６．９％

８．７％
８．６％
１０．７％
８．８％
１１．３％
１５．１％
１７．１％
１８．２％
２１．２％
１９．３％

９．２％
１０．２％
１０．８％
１０．１％
１１．１％
１２．６％
１３．６％
１３．３％
１２．７％
１３．９％

０．０％
０．０％
０．０％
１．６％
１．９％
２．１％
２．２％
２．２％
２．３％
２．５％

表９ 法人企業統計における資本金１０億円以上階層の調査対象社数の推移
法人企業統計の全数調査・調査対象社数の推移

年度 製造業 食料品 繊維 衣服・
その他
の繊維
製品

木材・
木製品

パルプ
・紙・
紙加工
品

出版・
印刷

化学 石油・
石炭製
品

窯業・
土石製
品

鉄鋼 非鉄金
属

金属製
品

一般機
械器具

電気機
械器具

輸送用
機械器
具

精密機
械器具

船舶製
造・修
理

その他
製造業

１９８４
１９８５
１９８６
１９８７
１９８８
１９８９
１９９０
１９９１
１９９２
１９９３
１９９４
１９９５
１９９６
１９９７
１９９８
１９９９
２０００
２００１
２００２

１３１９
１３９６
１４０７
１４５７
１５３２
１６７２
１７８６
１８７５
１９３０
１９９４
２０４４
２０９３
２１４７
２１７２
２１７７
２２０６
２２１５
２２３９
２２６４

１１６
１２３
１２０
１２４
１３３
１４９
１５８
１７０
１７９
１８４
１９０
１９２
１９６
２００
２０３
２１０
２１０
２１７
２１９

４５
４９
４７
４７
４５
４７
５０
５０
５２
４８
４７
４８
４９
４７
４９
４７
４７
４９
４６

１１
１１
１３
１３
１６
１８
２２
２５
２６
２９
３０
３２
３０
３２
２８
２７
２７
２７
２６

４
４
５
６
７
８
１０
１０
１０
１１
１０
１１
１２
１３
１４
１４
１３
１１
１１

４４
４４
４３
４４
４７
５１
４８
４９
５０
５２
５３
５０
５０
５０
５１
５１
５２
４８
４４

１６
１５
１６
１７
２０
２１
２４
２９
２９
２９
３５
３４
３５
３９
３９
４２
４５
４５
５０

２７５
２８１
２８０
２８２
２９９
３１４
３２５
３３０
３３４
３４２
３４７
３４９
３６４
３６５
３６０
３６０
３５６
３６０
３６６

３４
３６
３３
３４
３４
３３
３１
２９
３０
３１
３２
３３
３３
３３
３３
３５
３４
３４
３１

６３
６４
６５
６８
７４
８４
８５
８４
８７
９５
９４
９７
９９
９８
９５
９６
９４
９５
９０

７１
７０
６８
６７
６５
７０
７６
７５
７８
７９
７９
８１
８０
８０
７９
７９
７６
７６
７７

５８
６０
６０
５９
６２
６３
６７
６７
６９
７１
７３
７６
７８
８０
８０
７９
８１
７８
７９

４９
５２
５４
５６
５８
６８
６９
７８
８１
８５
８９
９５
１０２
１０５
１０４
１０２
１０３
１０１
１０３

１３７
１４３
１４２
１５０
１５３
１７５
２００
２０８
２１６
２２１
２２７
２２６
２３４
２３４
２３２
２３１
２３３
２３０
２３１

１８９
２２０
２２５
２４３
２６０
２８１
２９９
３３１
３３７
３５３
３６０
３６８
３７９
３８０
３８６
４０５
４０７
４２３
４２９

９２
９９
１０５
１１０
１１１
１２６
１４３
１４８
１５２
１５４
１５８
１６６
１６８
１７０
１７１
１７２
１７４
１７９
１８３

３７
４０
４３
４１
４４
４９
５０
５３
５６
５４
５５
６４
６６
６９
６９
６８
６９
７２
７６

１４
１４
１６
１６
１６
１４
１３
１２
１１
１３
１３
１３
１４
１４
１４
１４
１３
１４
１４

６４
７１
７２
８０
８８
１０１
１１６
１２７
１３３
１４３
１５２
１５８
１５８
１６３
１７０
１７４
１８１
１８０
１８９

（注）数値は，法人企業統計の資本金１０億円以上の階層における調査企業数
（出所）財務省「法人企業統計」各年度版

同種の経済統計の多様性とマクロ経済
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Ⅴ．まとめ

企業行動の多角化は，アクティビティ，事業

所及び，企業の３つの異なった基準で作成され

た産業統計に大きな乖離を引き起こしている。

事業所の専業率は高く，新規事業への進出は主

として専業事業所の新設によって実施されてき

たとみられ，依然として事業所ベース統計の頑

健性は維持されていると判断できる。

一方，企業ベースの多角化は，当該産業の業

況が大きく悪化する時期に進められている様子

が窺える。企業ベースの統計でみた産業の専業

率は，製造業８０％台，卸小売業では６０％台と低

水準である。この結果，専業率の低下（つまり，

多角化）が進むことにより，事業所が示す動向

と異なる可能性が高いことが示された。

また，産業の格付けについては，多角化によ

り，従来，本業とされてきた業種に関する売上

高が過半を下回るものの，本業以外の売上高が

事業の単独でみた場合，最大のシェアに達して

いないことから，格付け変更が見送られている

産業が存在する。この結果，一見同種とみられ

る統計において，産業の変動傾向が大きく異な

り，判断が大きく異なることにつながる状況に

あるのではないかと考える。

本論での考察は集計されたマクロベースでの

統計による観察にすぎない。ミクロの個票デー

タによる統計間の結合により，その効果をみて

いく必要があるのではないかと考える。一方で，

産業に関するマクロのデータは，SNA，工業統

計は暦年，法人企業統計，日銀短観は年度の数

値である。このように，比較を行った統計は，

対象範囲，対象期間など多くの点で異なってお

り，このような相違が統計間の乖離の原因とな

ることも考えられる。統計間の平仄も考慮した

統計作成も必要ではないかと考える。

補論：統計間の乖離

多角化の統計への影響をみるために，調査単

位の異なる３種類の統計データを用いる。ここ

では，アクティビティベースとして「経済活動

別国内総生産（名目，以下 SNA）」（内閣府経

済社会総合研究所），企業ベースとして「法人

企業統計・売上高（当期末）」（経済産業省），「短

観（全国企業短期経済観測調査）」（日本銀行），

事業所ベースとして「工業統計・製造品出荷額

等」（経済産業省）の統計における名目値を用

いた。本来は，物価変動の影響を取り除いた実

質値での検討が望ましいと考えるが，各産業の

デフレータが必ずしも完全ではないことから名

目値を用いる。ただし，ここで比較に用いる計

数は全く同等のものではない５）。

５）SNA，工業統計は暦年，法人企業統計，日銀短観は年度の数値である。SNAは中間投入を除く付加価値
ベースの統計であるのに対して，他の統計では基本的に中間投入も含まれた産出額ベースの統計である。こ
のように，比較を行った統計は，対象範囲，対象期間など多くの点で異なっており，このような相違が統計
間の乖離の原因となることも考えられる。また，生産金額は，当該産業の出荷と在庫を含むものであり売上
高のように実現した製品のみではない。在庫変動が両統計の格差となって生じる。本論では出荷金額を用い
るが，出荷金額も売上高とは異なる自産業内での取引なども含まれており，これも一致するものではない。

同種の経済統計の多様性とマクロ経済
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各統計の推移をグラフに示すと，平仄の相違

はあるものの，製造業全体では，概ね，似かよ

った動きにあることがわかる。しかし，産業別

にみると，かなり動きが異なっている（図６）。

そこで，各々の統計データの前年比について

相関係数を計測し，統計間の変動への影響につ

いて比較を行った。比較に用いた統計データは，

SNAは「経済活動別国内総生産（名目）」，法

人企業統計は「売上高（当期末）」，工業統計は

「製造品出荷額等」，日銀短観は「全国企業売上

高」を用いた。SNA，工業統計は暦年，法人企

業統計，日銀短観は年度の数値である。このよ

うに，比較を行った統計は，対象範囲，対象期

間など多くの点で異なっており，このような相

違が統計間の乖離の原因となることも考えられ

る。

統計の調査単位でアクティビティベース

（SNA）と事業所ベース（工業統計）は，概ね

高い相関係数が得られるものの，事業所の集合

体である企業ベースの統計（法人企業統計）は

多角化の影響が明瞭にみられる。「SNAと法人

企業統計」，「SNAと日銀短観」，「工業統計と

法人企業統計」，「工業統計と日銀短観」につい

ては，個別産業で相関係数がマイナスあるいは，

無相関であるなど，統計間の乖離を示す状況に

ある。特に，計測年次を１年ずつずらすことに

より，相関係数の動きをみると繊維産業のよう

に相関係数が悪化する産業がみられる。

法人企業統計との関係では，早くから多角化

が進められた繊維業，化学，石油・石炭製品で

相関係数はマイナスとなるなど，SNAの動き

と異なる状況にある。しかし，これらの産業は

Ⅲ．３節でみたように，産業の成長性が低下す

るとともに専業化が進められ，工業統計との関

係で顕著なように，相関係数は再び正の相関関

係がみられる。この傾向は，企業ベース統計で

ある日銀短観でもみられる（表１０）。多数のア

クティビティの結合である企業より，単体のア

クティビティを行う事業所での捕捉が統計間の

乖離は小さくなっている。

図６ 各種統計の動き（前年比）

製造業の推移

（注）SNAは「経済活動別国内総生産（名目）」，法人企業統計は「売上高（当期末）」，工業統計は「製造品出荷額等」を用
いた

（資料）内閣府経済社会総合研究所「国民経済計算年報」などより筆者作成

同種の経済統計の多様性とマクロ経済
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（注）SNAは「経済活動別国内総生産（名目）」，法人企業統計は「売上高（当期末）」，工業統計は「製造品出荷額等」，日
銀短観は「全国企業売上高」を用いた。SNA，工業統計は暦年，法人企業統計，日銀短観は年度の数値

（資料）内閣府経済社会総合研究所「国民経済計算年報」などより筆者作成

化学の推移

（注）SNAは「経済活動別国内総生産（名目）」，法人企業統計は「売上高（当期末）」，工業統計は「製造品出荷額等」，日
銀短観は「全国企業売上高」を用いた。SNA，工業統計は暦年，法人企業統計，日銀短観は年度の数値

（資料）内閣府経済社会総合研究所「国民経済計算年報」などより筆者作成

同種の経済統計の多様性とマクロ経済
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（注）SNAは「経済活動別国内総生産（名目）」，法人企業統計は「売上高（当期末）」，工業統計は「製造品出荷額等」，日
銀短観は「全国企業売上高」を用いた。SNA，工業統計は暦年，法人企業統計，日銀短観は年度の数値

（資料）内閣府経済社会総合研究所「国民経済計算年報」などより筆者作成

同種の経済統計の多様性とマクロ経済
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表１０ 統計間の乖離（前年同期比の時差相関）
（１） SNAと法人企業統計

製造業
計

食料品
合計

繊維 パルプ
・紙・
加工品

化学 石油製
品・石
炭製品

窯業・
土石製
品

鉄鋼 非鉄金
属

金属製
品

一般機
械器具

電気機
械器具

輸送用
機械器
具

精密機
械器具

通期

１９７１－１９８０
１９７２－１９８１
１９７３－１９８２
１９７４－１９８３
１９７５－１９８４
１９７６－１９８５
１９７７－１９８６
１９７８－１９８７
１９７９－１９８８
１９８０－１９８９
１９８１－１９９０
１９８２－１９９１
１９８３－１９９２
１９８４－１９９３
１９８５－１９９４
１９８６－１９９５
１９８７－１９９６
１９８８－１９９７
１９８９－１９９８
１９９０－１９９９
１９９１－２０００
１９９２－２００１

０．８９

０．８７
０．８８
０．８８
０．７５
０．５８
０．５１
０．５１
０．５８
０．６７
０．７２
０．６３
０．６２
０．７７
０．８３
０．８０
０．７９
０．８１
０．８２
０．８４
０．７４
０．６４
０．７２

０．６２

０．４３
０．４３
０．４５
０．４６
０．６１
０．４７
０．６７
０．４６
０．３７
０．４４
０．５１
０．５０
０．５７
０．４８
０．５７
０．２１
０．４６
０．４６
０．５２
０．５１
０．４６
０．５０

０．３７

０．７４
０．６７
０．６９
－０．１８
０．０３
－０．０２
－０．０６
－０．０９
－０．１３
－０．１３
－０．２０
－０．１７
－０．３３
－０．２０
－０．４２
－０．４２
－０．３２
－０．３０
－０．２１
０．００
－０．１２
－０．２８

０．５３

０．５０
０．５１
０．５４
０．４３
０．３８
０．２５
０．１９
０．１４
０．１５
０．５３
０．６９
０．５２
０．５０
０．５４
０．５８
０．６０
０．５９
０．６５
０．６７
０．０８
－０．０３
－０．１６

０．４２

０．１０
０．１５
０．２０
０．２１
－０．０２
０．０７
－０．１５
－０．１３
０．０２
－０．３３
０．０８
０．２３
０．２４
０．４０
０．３４
０．３５
０．５２
０．５３
０．５６
０．０３
－０．２６
－０．１５

－０．１２

－０．５８
－０．５９
－０．５４
－０．４３
－０．３４
－０．３４
－０．３１
－０．３０
－０．２４
０．５０
０．１０
－０．２０
－０．２０
－０．１６
－０．１８
－０．１５
－０．０３
－０．１４
０．１０
０．０１
０．１０
０．４７

０．７７

０．７７
０．７７
０．７８
０．６７
０．５５
０．３３
０．２１
０．２０
０．０２
０．００
０．４４
０．５３
０．５１
０．４１
０．４１
０．５７
０．４６
０．５３
０．５９
０．４２
０．５５
０．５６

０．６４

０．６８
０．６５
０．６７
０．５６
０．４３
０．３３
０．４３
０．３９
０．３５
０．３３
０．３９
０．４７
０．４４
０．６１
０．７７
０．７７
０．７１
０．７９
０．７９
０．７２
０．６５
０．６５

０．６５

０．５７
０．５５
０．６３
０．４６
０．４４
０．５５
０．４０
０．４８
０．４７
０．５０
０．３２
０．１６
０．２１
０．３８
０．４０
０．４９
０．４６
０．４４
０．４６
０．４７
０．３６
０．６１

０．５１

０．５７
０．５７
０．５９
－０．０２
－０．０３
０．２５
０．１８
０．３７
０．２６
０．２６
０．０３
－０．０１
０．０９
０．２４
０．２７
０．２４
０．２１
０．２１
０．２６
０．１４
０．２６
０．３９

０．７２

０．８０
０．７４
０．７７
０．７９
０．６４
０．４１
０．５２
０．６４
０．７８
０．７２
０．４９
０．４９
０．５８
０．７０
０．６４
０．５９
０．６０
０．５５
０．５４
０．４６
０．５３
０．５３

０．９０

０．９３
０．９０
０．９０
０．８８
０．９０
０．９１
０．９０
０．８９
０．８５
０．８２
０．８３
０．８４
０．８８
０．８５
０．７３
０．７３
０．７５
０．７５
０．８３
０．９２
０．８９
０．９６

０．６９

０．６５
０．６５
０．７０
０．６７
０．６１
０．５６
０．５８
０．４７
０．５０
０．５０
０．３７
０．３７
０．３５
０．４８
０．４８
０．５０
０．４４
０．７０
０．５０
０．３１
０．２２
０．１５

０．４８

０．３９
０．３９
０．３３
０．２３
－０．０１
－０．２７
－０．２６
０．１６
０．０８
－０．０８
－０．２７
－０．２３
０．６０
０．７７
０．５０
０．４０
０．３９
０．４３
０．４１
０．３４
０．２６
０．２８

（２） SNAと工業統計

製造業
計

食料品
合計

繊維 パルプ
・紙・
加工品

化学 石油製
品・石
炭製品

窯業・
土石製
品

鉄鋼 非鉄金
属

金属製
品

一般機
械器具

電気機
械器具

輸送用
機械器
具

精密機
械器具

通期

１９７１－１９８０
１９７２－１９８１
１９７３－１９８２
１９７４－１９８３
１９７５－１９８４
１９７６－１９８５
１９７７－１９８６
１９７８－１９８７
１９７９－１９８８
１９８０－１９８９
１９８１－１９９０
１９８２－１９９１
１９８３－１９９２
１９８４－１９９３
１９８５－１９９４
１９８６－１９９５
１９８７－１９９６
１９８８－１９９７
１９８９－１９９８
１９９０－１９９９
１９９１－２０００
１９９２－２００１

０．９１

０．８４
０．８５
０．８７
０．８２
０．７４
０．６２
０．７１
０．７４
０．８６
０．８７
０．９３
０．９４
０．９４
０．９３
０．９２
０．９２
０．９６
０．９７
０．９８
０．９７
０．９３
０．９０

０．７０

０．３４
０．３４
０．３９
０．３８
０．７６
０．６１
０．５１
０．３４
０．４２
０．４２
０．５７
０．３５
０．２６
０．３７
０．４７
０．３７
０．４４
０．４６
０．５３
０．５３
０．６３
０．６０

０．６６

０．７１
０．７１
０．７３
０．００
０．２８
０．００
０．０６
０．１２
０．１４
－０．１５
－０．１８
－０．１４
－０．１５
０．０９
０．５０
０．４７
０．４７
０．４８
０．４８
０．６３
０．６４
０．５６

０．９４

０．９５
０．９４
０．９５
０．９４
０．８９
０．８０
０．７０
０．７２
０．７０
０．８２
０．４２
０．５１
０．６４
０．６７
０．７３
０．７３
０．８８
０．８９
０．８８
０．８１
０．８３
０．８４

０．４５

０．１２
０．２０
０．２９
０．２９
－０．０２
－０．１２
－０．２８
－０．２７
－０．２７
－０．５７
－０．０９
－０．１４
－０．０９
０．２２
０．２６
０．２５
０．７４
０．７４
０．８０
０．６１
０．４４
０．４０

－０．２５

－０．５１
－０．５０
－０．５０
－０．４６
０．０４
０．０１
－０．０１
０．０２
０．０９
０．６９
０．１４
０．１８
０．１５
０．１８
０．１９
０．１６
０．４４
０．３４
０．３９
０．４１
０．５４
０．５９

０．８６

０．８５
０．８２
０．８２
０．６７
０．５０
０．２１
０．２３
０．２４
－０．０４
－０．１２
０．５１
０．５４
０．５１
０．７９
０．７９
０．８１
０．８３
０．８７
０．８８
０．８８
０．９０
０．８９

０．６８

０．５３
０．５９
０．６３
０．５８
０．５９
０．５３
０．５６
０．５７
０．７１
０．６３
０．６９
０．６９
０．６９
０．７１
０．７８
０．７７
０．７０
０．８１
０．７７
０．６６
０．７７
０．７５

０．８６

０．９０
０．９０
０．９４
０．８８
０．８３
０．８５
０．８０
０．８２
０．８２
０．８２
０．７６
０．７２
０．７５
０．７９
０．８１
０．８１
０．７９
０．７５
０．７９
０．７５
０．７０
０．７１

０．８８

０．８９
０．８７
０．８７
０．７５
０．６７
０．２０
０．４３
０．４６
０．４３
０．４４
０．７３
０．７４
０．７８
０．８２
０．８７
０．８６
０．９０
０．９１
０．９４
０．９５
０．９３
０．８８

０．９０

０．８８
０．８５
０．８４
０．８９
０．８３
０．８１
０．９１
０．９３
０．９４
０．９３
０．８９
０．９１
０．９３
０．９５
０．９５
０．９５
０．９５
０．９４
０．９４
０．９６
０．９７
０．９６

０．９４

０．９３
０．９３
０．９７
０．９７
０．９７
０．９４
０．９３
０．９４
０．９４
０．９４
０．９２
０．９２
０．９５
０．９６
０．９４
０．９３
０．９３
０．９３
０．９５
０．９２
０．９６
０．９４

０．７７

０．７９
０．７９
０．８３
０．６９
０．６０
０．６０
０．７６
０．７０
０．７１
０．７５
０．６２
０．６４
０．６３
０．７０
０．７４
０．７０
０．６３
０．６９
０．４４
０．２６
０．２４
０．２１

０．９５

０．９７
０．９７
０．９７
０．９６
０．９４
０．８９
０．９３
０．９３
０．９３
０．９２
０．８７
０．８６
０．８９
０．９２
０．９４
０．９３
０．９２
０．９１
０．９１
０．８８
０．９０
０．８７

同種の経済統計の多様性とマクロ経済

－１２６－



（３） SNAと日銀短観

製造業
計

食料品
合計

繊維 パルプ
・紙・
加工品

化学 石油製
品・石
炭製品

窯業・
土石製
品

鉄鋼 非鉄金
属

金属製
品

一般機
械器具

電気機
械器具

輸送用
機械器
具

精密機
械器具

通期

１９７１－１９８０
１９７２－１９８１
１９７３－１９８２
１９７４－１９８３
１９７５－１９８４
１９７６－１９８５
１９７７－１９８６
１９７８－１９８７
１９７９－１９８８
１９８０－１９８９
１９８１－１９９０
１９８２－１９９１
１９８３－１９９２
１９８４－１９９３
１９８５－１９９４
１９８６－１９９５
１９８７－１９９６
１９８８－１９９７
１９８９－１９９８
１９９０－１９９９
１９９１－２０００
１９９２－２００１

０．８７

０．８５
０．６６
０．５５
０．５３
０．６２
０．５９
０．６９
０．７６
０．７５
０．７２
０．７７
０．８０
０．７０
０．７４
０．８４
０．８３
０．８５
０．８０
０．６７
０．８１

０．６９

０．４０
０．４４
０．７９
０．６０
０．４６
０．３２
０．１４
０．２０
０．１７
－０．０３
－０．３７
－０．４３
－０．３２
－０．１９
－０．０７
－０．０８
０．０９
０．０５
０．１９
－０．１１

０．５８

０．６８
－０．２９
０．１２
０．１３
０．０９
０．０４
０．１０
－０．１５
－０．０４
－０．０３
－０．１７
０．０５
０．１４
０．１９
０．２２
０．２３
０．２９
０．４７
０．１３
－０．０１

０．５０

０．３８
０．１７
０．４５
０．３８
０．２７
０．２８
０．２６
０．６８
０．２２
０．３０
０．４３
０．５０
０．４３
０．４４
０．６０
０．６２
０．５７
０．３７
０．４３
０．５１

０．４７

０．３０
０．３８
０．２１
０．２７
０．１１
０．１１
０．２３
－０．３３
－０．３７
－０．３１
－０．２３
０．０１
－０．０５
－０．０６
０．３４
０．３１
０．５１
０．４０
０．３１
０．３０

－０．２９

－０．５８
－０．５５
－０．２２
－０．３９
－０．３５
－０．３４
－０．２９
０．５６
０．０９
－０．１１
－０．１４
－０．１１
－０．０９
－０．１４
０．００
－０．０９
０．０２
－０．１５
－０．０７
０．２１

０．８２

０．７９
０．５６
０．４９
０．２７
０．２５
０．２６
０．０９
－０．０２
０．２９
０．５１
０．４４
０．７４
０．７６
０．７８
０．８３
０．８２
０．８２
０．７１
０．７４
０．７１

０．７５

０．７６
０．７２
０．６９
０．６２
０．６７
０．６６
０．７１
０．６２
０．６１
０．６６
０．６４
０．７３
０．８１
０．８４
０．７８
０．７７
０．７５
０．６９
０．８３
０．８３

０．７１

０．７１
０．５１
０．６０
０．６０
０．４９
０．６１
０．６２
０．６９
０．６６
０．５４
０．６０
０．６９
０．５９
０．６０
０．５５
０．６０
０．６２
０．５３
０．４４
０．６０

０．７２

０．７２
０．３９
０．３１
－０．３５
０．００
－０．１１
－０．０４
－０．１０
０．３４
０．３７
０．４７
０．５７
０．６０
０．６８
０．７６
０．７８
０．８２
０．７２
０．５１
０．４５

０．７８

０．６４
０．６７
０．６１
０．４１
０．７７
０．６９
０．７４
０．７５
０．７４
０．７５
０．８１
０．８６
０．８４
０．８４
０．８３
０．８７
０．８６
０．８５
０．７３
０．７７

０．９０

０．８０
０．８３
０．８７
０．８６
０．８５
０．８３
０．８４
０．８５
０．８６
０．８５
０．９１
０．９３
０．８６
０．８６
０．８８
０．８９
０．９１
０．９０
０．８８
０．９７

０．７０

０．８０
０．７４
０．６６
０．４６
０．５８
０．５８
０．５４
０．６６
０．４７
０．４８
０．４７
０．５７
０．５６
０．５９
０．５３
０．６３
０．３６
０．２０
０．１５
０．１２

０．８２

０．８６
０．８１
０．７８
０．６０
０．７１
０．７１
０．７４
０．７５
０．６９
０．６４
０．７２
０．７９
０．８３
０．８９
０．８９
０．８８
０．７７
０．６８
０．６４
０．６１

（４） 法人企業統計と工業統計

製造業
計

食料品
合計

繊維 パルプ
・紙・
加工品

化学 石油製
品・石
炭製品

窯業・
土石製
品

鉄鋼 非鉄金
属

金属製
品

一般機
械器具

電気機
械器具

輸送用
機械器
具

精密機
械器具

通期

１９７１－１９８０
１９７２－１９８１
１９７３－１９８２
１９７４－１９８３
１９７５－１９８４
１９７６－１９８５
１９７７－１９８６
１９７８－１９８７
１９７９－１９８８
１９８０－１９８９
１９８１－１９９０
１９８２－１９９１
１９８３－１９９２
１９８４－１９９３
１９８５－１９９４
１９８６－１９９５
１９８７－１９９６
１９８８－１９９７
１９８９－１９９８
１９９０－１９９９
１９９１－２０００
１９９２－２００１

０．９３

０．９５
０．９５
０．９４
０．９１
０．８３
０．８１
０．８４
０．８６
０．８６
０．８６
０．７７
０．７８
０．８６
０．９２
０．９２
０．９３
０．９１
０．９１
０．９０
０．７４
０．７１
０．６９

０．６７

０．６６
０．６７
０．７０
０．５９
０．６１
０．５４
０．７５
０．６９
０．７０
０．６９
０．６０
０．６６
０．６５
０．５９
０．８３
０．２５
０．３２
０．１９
０．１６
－０．０１
－０．０７
０．０１

０．４６

０．９１
０．８９
０．８４
０．０８
０．０３
－０．０３
０．０５
－０．０２
－０．０２
－０．０５
－０．０２
－０．１０
０．２２
０．６６
－０．２２
－０．２６
－０．２８
－０．３４
－０．３１
－０．４０
－０．４４
－０．５９

０．５８

０．６２
０．６２
０．６２
０．４９
０．４２
０．３１
０．２７
０．３２
０．３４
０．２３
０．１５
０．２０
０．３３
０．３７
０．４９
０．５５
０．５４
０．５６
０．５６
０．０３
０．０７
－０．１０

０．８３

０．８２
０．８２
０．８４
０．８４
０．７５
０．８２
０．８５
０．８６
０．８４
０．７６
０．６６
０．７６
０．７５
０．７９
０．７６
０．７０
０．４３
０．３７
０．４３
０．１１
０．１５
０．２９

０．８４

０．８１
０．８１
０．８２
０．８５
０．８５
０．８３
０．８８
０．８８
０．８７
０．８８
０．９４
０．８７
０．８７
０．８７
０．８７
０．９０
０．７５
０．７３
０．７８
０．６９
０．６６
０．７６

０．８４

０．８６
０．８７
０．８９
０．８４
０．７６
０．７２
０．６９
０．８５
０．８５
０．７８
０．４８
０．４８
０．５４
０．５３
０．５３
０．５６
０．５３
０．５４
０．５９
０．３９
０．６３
０．６３

０．８３

０．８７
０．８４
０．８５
０．７４
０．５５
０．４１
０．５９
０．６４
０．７４
０．７９
０．７４
０．７６
０．８９
０．９５
０．９３
０．９４
０．９２
０．９０
０．８７
０．６３
０．４０
０．４０

０．６９

０．６３
０．６２
０．６６
０．５１
０．５６
０．７７
０．６９
０．７２
０．６７
０．７８
０．６４
０．５３
０．５５
０．６２
０．６２
０．６３
０．７０
０．７４
０．７５
０．７５
０．５８
０．６３

０．５７

０．５３
０．５３
０．５９
－０．１６
－０．１２
０．２２
０．１８
０．２８
０．０６
０．１６
０．０２
０．００
０．１５
０．３１
０．３８
０．３５
０．４２
０．４３
０．４７
０．３１
０．３５
０．４７

０．８４

０．９２
０．９１
０．９２
０．９１
０．８４
０．７１
０．７４
０．８１
０．９１
０．８８
０．７８
０．７７
０．８０
０．８５
０．８１
０．７３
０．７４
０．７０
０．６６
０．５０
０．５５
０．５６

０．９３

０．９９
０．９７
０．９６
０．９４
０．９４
０．９５
０．９４
０．９４
０．９１
０．９０
０．８６
０．８８
０．９１
０．９１
０．７９
０．７９
０．７９
０．７９
０．７６
０．８２
０．８７
０．８８

０．８６

０．７３
０．７３
０．８１
０．７２
０．６８
０．７２
０．８３
０．８３
０．８２
０．８４
０．７７
０．７５
０．７６
０．８９
０．８７
０．８８
０．８７
０．７８
０．８４
０．７５
０．５４
０．４３

０．５６

０．５１
０．５２
０．３５
０．３１
０．０６
－０．１０
－０．１７
０．１４
０．０７
－０．０８
－０．３２
－０．２６
０．６９
０．８２
０．６１
０．５４
０．５４
０．５３
０．４８
０．５０
０．３１
０．３３

同種の経済統計の多様性とマクロ経済

－１２７－



（５） 法人企業統計と日銀短観

製造業
計

食料品
合計

繊維 パルプ
・紙・
加工品

化学 石油製
品・石
炭製品

窯業・
土石製
品

鉄鋼 非鉄金
属

金属製
品

一般機
械器具

電気機
械器具

輸送用
機械器
具

精密機
械器具

通期

１９７１－１９８０
１９７２－１９８１
１９７３－１９８２
１９７４－１９８３
１９７５－１９８４
１９７６－１９８５
１９７７－１９８６
１９７８－１９８７
１９７９－１９８８
１９８０－１９８９
１９８１－１９９０
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（注）SNAは「経済活動別国内総生産」，法人企業統計は「売上高」，工業統計は「製造品出荷額等」を用い，各計数の前年同期比の時差相関。
（資料）内閣府経済社会総合研究所「国民経済計算年報」，財務省「法人企業統計年報」，経済産業省「工業統計」より作成したもの
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